
令和４年度公共交通運行支援事業給付金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市民生活の足である路線バスやタクシーの地域公共交通の運行維持を目的とし、新型コロナウイルス感染症並びに急激な原油価格高騰

により厳しい経営環境にある路線バス事業者及びタクシー事業者（以下「事業者等」という。）の事業の継続を支援するため、事業者等に対し、予算の範

囲内で公共交通運行支援事業給付金（以下「給付金」という。）を交付することに関し、郡山市補助金等の交付に関する規則（昭和48年郡山規則第18号。

以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 路線バス事業者 道路運送法（昭和26年法律第183号。以下「法」という。）第３条第１項第１号イに規定する一般乗合旅客自動車運送事業について

、同法第４条の規定に基づき許可を受けた事業者で市内に本社又は営業所があり、令和４年７月１日時点で路線バスの運行を継続している者をいう。 

(2) タクシー事業者 法第３条第１項第１号ハに規定する一般乗用旅客自動車運送事業について、同法第４条の規定に基づき許可を受けた事業者（平成18

年９月25日付け国自旅第169号国土交通省自動車交通局長通知に基づく福祉輸送事業限定の事業者を除く。）で、市内に本社又は営業所（個人事業主に

おいては住所）がある者をいう。 

(3) 路線バス車両 第１号に規定する事業者が、令和４年７月１日時点で東北運輸局福島運輸支局に届け出ている路線（乗合）バス（乗車定員11人以上）

として使用され、使用の本拠が市内である車両（貸切と併用して登録している車両を除き、令和２年３月31日付け国土交通省自動車局通知「新型コロナ

ウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車の定期点検について」又は令和２年４月16日付け東北運輸局自動車交通部旅客第二課

長事務連絡「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」（以下これらを「国通知等」という。）に基づき、臨時休車を

行った車両含む。）をいう。 

(4) タクシー車両 第２号に規定する事業者が、令和４年７月１日時点で東北運輸局福島運輸支局に届け出ている乗車定員11人未満の乗用タクシー又はハ

イヤーとして使用され、使用の本拠が市内である車両（国通知等に基づき、臨時休車を行った車両含む。）をいう。 

（給付金の交付の対象者） 

第３条 給付金の対象となる者（以下「給付対象者」という。）は、次のいずれにも該当する事業者等とする。ただし、市長が不適当と認める者を除く。 

(1) 福島県が定める地域公共交通等運行継続緊急支援金支給規程（令和４年８月31日制定）に基づく緊急支援金（以下「県支援金」という。）の交付を受

けた者 

(2) 市税（個人市民税、法人市民税、固定資産税（都市計画税を含む。）、軽自動車税、事業所税、入湯税及び国民健康保険税をいう。）を滞納していな

い者 

(3) 給付金の交付の申請日において事業を継続し、給付金の交付の決定後においても事業を継続する意思を有する者 

(4) 代表者又は役員が郡山市暴力団排除条例（平成24年郡山市条例第46号）第２に規定する暴力団員、暴力団員等及び暴力団関係者に該当していない者 



(5) 会社更生法（平成14年法律第154号）又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づく更生又は再生手続きを行っていない者 

（給付金の額） 

第４条 給付金の額は、別表のとおりとする。 

（給付金の交付の対象期間.） 

第５条 給付金の交付の対象となる期間は、令和４年４月１日から令和５年１月31日までとする。 

（給付金の交付の申請） 

第６条 事業者は、令和５年１月31日までに、令和４年度公共交通運行支援事業給付金交付申請書（第１号様式）を市長に提出しなければならない。この場

合において、当該申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。 

(1) 同意書兼誓約書（第２号様式） 

(2) 給付対象車一覧表（第３号様式） 

(3) 給付対象車一覧表に記載のある車両の自動車検査証（車検証）の写し 

(4) 振込先口座の通帳の写し（法人の場合は、法人名義のものに限る。） 

(5) 福島運輸支局に提出した休車リストの写し（国通知等に基づき臨時休車を行った車両に限る。） 

(6) 県支援金の交付決定通知書等県支援金の交付を受けたことが確認できる書類の写し 

(7) 運転免許証、個人番号カード等申請者本人であることが確認できる書類の写し（個人事業主に限る。） 

(8) その他、郡山市長が必要と認める書類 

２ 前項に規定する給付金の交付の申請は、規則第４条の２第３項の規定により事業の実績に基づき精算額で行うものとする。 

（交付の決定） 

第６条の２ 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、給付金の交付の可否を決定するものとする。 

２ 市長は、給付金を交付しないことを決定したときは、速やかに、令和４年度公共交通運行支援事業給付金不交付決定通知書（第４号様式）により前条の 

規定により申請を行った者に通知するものとする。 

（給付金の交付の条件） 

第７条 規則第６条第１項第４号に規定するその他必要と認める条件は、次のとおりとする。 

(1) 給付金に係る帳簿及び証拠書類を整備し、事業が完了した日の属する年度の翌年度から起算して５年間保存すること。 

(2) 市長が必要に応じて行う調査に協力すること。 

（給付金の額の確定） 

第８条 規則第15条第３項の規定により同条第１項の補助金等交付額確定通知書は、省略するものとする。 



（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、給付金の交付に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この要綱は、令和４年11月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年１月13日から施行する。 

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に提出されている改正前の要綱の様式（次項において「旧様式」という。）により使用されている書類は、この要綱による改正後 

の要綱の様式によるものとみなす。 

３ この要綱の施行の際現に旧様式の規定に基づき作成されている用紙は、当分の間、所要の調整をして使用することができる。 

 

別表（第４条関係） 

給付対象者 給付金の額 

路線バス事業者 保有する路線バス車両１台当たり７万円 

タクシー事業者 保有するタクシー車両１台当たり２万円 

 



第１号様式（第６条関係）

令和　 年 月 日

郡山市長

申請者

１　交付対象車両（該当箇所にチェック（☑）を記入）

□　路線バス（乗合バス）として使用される車両（乗車定員11人以上の車両）

　　（貸切と併用して登録している車両を除く）

□　乗用タクシー又はハイヤーとして使用される車両（乗車定員11人未満の車両）

２　申請内容

３　給付金振込口座

４　添付書類

(個人事業主の場合は、以下の書類も添付)

　　

令和４年度公共交通運行支援事業給付金交付申請書

　(1)同意書兼誓約書（第２号様式）

　(2)給付対象車一覧表（第３号様式）

円

申請台数

申請金額

電子メールアドレス

代表者　役職名・氏名

事 業 者 名

住　　 　所

営業時間外連絡先

電 話 番 号

担 当 者 名

【給付金算定式】
・路線バス：申請台数　×　70,000円
・タクシー：申請台数　×　20,000円

給付金
振込口座

金融機関名

口座名義
(ﾌﾘｶﾞﾅ)

口座番号

預金種別

支店名

記

台

  次の事業について、給付金の交付を受けたいので、令和４年度公共交通運行支援事業給付金交付要綱
第６条の規定により申請します。

　(5)「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車の定期点検に
　　　ついて」又は「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」
　　　に基づき臨時休車を行った車両においては福島運輸支局に提出した休車リストの写し

　(3)給付対象車における自動車検査証（車検証）の写し

　(4)給付金振込口座通帳の写し

　(7)本人確認書類の写し

　(6)令和４年度「地域公共交通等運行継続緊急支援金」（福島県）の交付決定通知書等県支援金の
     交付を受けたことが確認できる書類の写し

（自署又は記名押印）       



第２号様式（第６条関係） 

 

 

同意書兼誓約書  
 

  年  月  日 

 

  郡 山 市 長 

 

              所 在 地 

申請者 又は住所                     

 

生年月日                     

 

              （フリガナ） 

氏名又は法人名                  

 

              （フリガナ） 

代表者氏名                    

                （自署又は記名押印） 

 

              電話番号                     

 

 

令和４年度公共交通運行支援事業給付金の申請に当たり、下記の事項について同意及

び誓約します。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること 

となっても、異議は一切申し立てません。 

 

記 

【同意事項】 

１ 福島運輸支局へ道路運送法（昭和 26年法律第 183号）に基づく営業許可及び保有

車両台数の照会に関すること。 

２ 税務担当課へ次の税目の納付状況(税目・税額・申告の有無等)の照会に関すること。 

（確認税目） 

 個人市民税、法人市民税、固定資産税（都市計画税を含む。）、軽自動車税、事業

所税、入湯税及び国民健康保険税 

 

【誓約事項】 

１ 給付金の交付の申請日において事業を継続し、給付金の交付の決定後において

も事業を継続する意思があること。 

２ 第１号様式に記載した内容及び添付書類に虚偽又は誤りがないこと。   

３ 事業を営むに当たり必要な官公署の許可若しくは認可を受け、又は届出を行ってい 

ること。 

４ 市税の滞納がないこと。 

５ 申請内容が虚偽でないこと。 

６ 郡山市暴力団排除条例第２条に規定する暴力団、暴力団員、暴力団員等及び暴力団 

関係者でないこと。 

７ 会社更生法（平成 14 年法律第 154号）又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号） 

に基づく更生又は再生手続き中である者。 

８ 本申請内容そのほか提出書類に記入した情報に虚偽はありません。令和４年度公共 

交通運行支援事業給付金の交付後、交付要件を満たさない事実、虚偽、不正等が判明 

した場合は、令和４年度公共交通運行支援事業給付金の返還等に応じます。 



第３号様式（第６条関係） 

給付対象車一覧表 

年  月  日  

 

事業者名             

ページ番号：           

番号 車両番号（ナンバー） 休車届※ 番号 車両番号（ナンバー） 休車届※ 

１   ３１   

２   ３２   

３   ３３   

４   ３４   

５   ３５   

６   ３６   

７   ３７   

８   ３８   

９   ３９   

１０   ４０   

１１   ４１   

１２   ４２   

１３   ４３   

１４   ４４   

１５   ４５   

１６   ４６   

１７   ４７   

１８   ４８   

１９   ４９   

２０   ５０   

２１   ５１   

２２   ５２   

２３   ５３   

２４   ５４   

２５   ５５   

２６   ５６   

２７   ５７   

２８   ５８   

２９   ５９   

３０   ６０   

※１ 令和４年７月１日時点において、東北運輸局福島運輸支局へ届け出ている路線バス（乗合バス）、 

乗用タクシー及びハイヤー車両について記入願います（「使用の本拠の位置」が郡山市内であること。） 

※２ 給付対象車における自動車検査証（車検証）の写しもご提出願います。 

※３ 車両数が多い場合、ページを分けて記入願います。なお、ページが複数に跨る場合は、本表左上部分 

にある「ページ番号」にページ数を記入願います。 

※４ 「新型コロナウイルス感染症の影響により稼働しないこととなった事業用自動車の定期点検について」 

又は「新型コロナウイルスによる急激な需要低下に伴う休車の特例措置について」に基づき臨時休車 

を行った車両については、休車届の欄に◯を記すこと。 



第４号様式（第６条の２関係） 

郡 交 第   号  

令和 年 月 日  

 

       様 

 

令和４年度公共交通運行支援事業給付金不交付決定通知書 

 

郡山市長 品 川 萬 里 印  

 

令和 年 月 日付けで提出された令和４年度公共交通運行支援事業給付金交付申請に

ついて、下記の理由により支給しないことと決定したので令和４年度公共交通運行支援事

業給付金交付要綱第６条の２第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

 

 （理由） 

 

 

 

 


